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１．はじめに  

 平成24年度振動規制法施行状況調査 1)によれば、振

動に係る苦情で最も多いのは建設作業に伴って生じる

振動であり、全体の約 7 割を占めている。建設作業振

動の低減には、低振動型建設機械など発生源での対策

が用いられているが、更なる振動低減のために地盤を

伝播する波動の伝播経路での対策も古くから研究 2)さ

れている。波動の伝播経路での対策としては、地中壁

などが適用される場合があるが、いずれも地盤中に設

置する恒久的な対策であって、期間が限定された建設

工事には適さない。本研究では、建設作業振動に対す

る伝播経路中の地表面上における対策として、質量と

剛性による波動の拘束効果を狙ったコンクリートブロ

ック（以下、ブロックとする）や、伝播する波動のエ

ネルギーを干渉によって消散することを狙った振動系

について、これらの適用による振動低減効果やメカニ

ズムについて解析的に検討した。 

 
２．研究方法 

 本研究では、保全対象と近接施工となる場合のよう

に距離減衰が期待できない条件で，効果的に振動を抑

制するために，加振源から保全対象に至る振動の伝播

経路上にブロックや質量とバネからなる振動系を設置

することを着想した。そこで表-1 および図-1 に示す 2

層で構成された想定地盤を対象にして，ブロックや振

動系の設置による振動低減効果を解析的に検討した。 
 解析にはサブストラクチャー法に基づく 3 次元地盤

―構造物連成系の解析を行う SuperFLUSH/3D を用い

た。SuperFLUSH/3Dではブロックや振動系は有限要素

法で、成層地盤は薄層要素法で評価される。解析では

水平方向に無限に広がる想定地盤の平面上に図-2 に示

す振動評価領域を設定し、その中心にブロックや振動

系を設置した。ブロックと振動系の幅は 1m に固定す

る一方，長さLt および高さ t を変化させて解析した。

また振動系については、固有振動数 f と減衰定数 h の

振動低減効果への影響について検討した。ブロックや

振動系の質量部分を剛体と仮定し、これらの変形の影

響は考慮しなかった。加振点は S1、S2、S3 に設定し、

いずれかの点において鉛直方向に振幅 1tf の正弦加振

力を与えたときの応答を、受振点 R1、R2、R3 で評価

した。加振振動数は、別途解析して求めた想定地盤の

卓越振動数2.4Hzを考慮して、1.2Hzから最大9.6Hzま

での 1.2Hz 間隔 8 段階の振動数とした。振動低減効果

の評価には、無対策時の加速度振幅に対するブロック

や振動系設置時の加速度振幅の比の常用対数を取り、

これを20倍したデシベル(dB)値を用いた。このデシベ

ル値は振動低減量を示すので、計算結果に対して符号

を変え正の値として振動低減効果を示した。 
 
３．結果と考察 

 (1) ブロックと振動系の振動低減効果 
 図-3 は重量と固有振動数の違いが及ぼす、ブロック

と振動系の振動低減効果への影響を示している。図に

示すように、高さ t=0.075mと t=1.0mのブロック（重量

比が1:100以上異なる）での振動低減効果の差が微小で

あったことから、ブロックによる振動低減効果の要因
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表-1 想定地盤の物性値 

 
せん断波速度

(m/s) 
単位体積重量 

(t/m3) 
ポアソン比 減衰定数 

表層 100 1.7 0.45 0.05 
支持層 400 1.9 0.40 0.01 

 
図-1 想定地盤モデルの断面図 
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図-2 地盤振動の評価領域 
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が、重量による効果ではなく、地表面の変形拘束であ

ることが推察できる。それに対し振動系の重量を大き

くすると、固有振動数と同じ加振振動数に対する低減

効果は大きくなった。また、振動系の固有振動数を変

えると、その固有振動数と一致する加振振動数の場合

に、低減効果がブロック設置時よりも大きくなった。

これらのことから、振動系はその固有振動数での加振

に対して共振することで、振動低減効果を与えること

が分かる。図-4 は固有振動数での加振に対する振動系

の振動低減効果に及ぼす減衰定数の影響を示している。

図より、減衰定数を小さくすると振動系による振動低

減効果が大きくなることから、振動系の減衰における

エネルギーの消散より、加振による振動と振動系の振

動が加振源となり生じる振動との干渉が、振動低減に

寄与していると推察できる。 
 (2) 波長と振動低減効果との関係 
 図-5 は、異なる加振振動数による加振時の、振動系

及びブロック設置による振動低減効果を示している。

なお振動系の固有振動数は加振振動数と一致させてい

る。図より、長さの異なるブロックを比較すると、長

いブロックでは高振動数での加振時に振動低減効果が

大きいことが分かる。図-3の結果も合わせて考えると、

波長が短い高振動数ではブロックの設置範囲内での振

動の位相差が大きく、入力損失効果と同様のメカニズ

ムで振動低減効果が大きかったものと考えることがで

きる。一方、振動系による低減効果を同じ長さのブロ

ックの効果と比較すると、設置長の長い振動系による

低減効果がより大きいことが分かる。これは、長い振

動系では、重量の増加に伴う振動系の振動による加振

力の増大と、面的な加振源としての加振領域の増加に

伴って、振動系が発生させる波の伝播パターンが変化

し、干渉パターンの変化が生じたためと考えられる。

図-6 は異なる加振振動数での振動系による振動低減効

果の面的分布への影響を示している。図より高振動数

での加振において受振点側は振動が低減するのに対し、

加振源側では振動が増大する領域があることが分かる。 
 
４．結論 

 本研究で得られた知見を以下に示す。 

伝播経路上の地表面の相対変位を拘束することで、

振動を低減できる領域が存在することを確認した。そ

の低減効果は入力損失効果と同様に高振動数での加振

に対して大きい。 

加振振動数に調整した固有振動数の振動系を設置す

ると、その共振により生じた振動が加振による振動と

干渉し、振動低減効果を得られる領域が存在すること

を確認した。ただし、振動系における振動エネルギー

の消散は小さく、特に加振源側では振動が増大する領

域も生じる。 
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図-3 ブロック及び振動系の振動低減効果に与える重量・固有振

動数の影響(S1加振, R1受振, Lt=15m, h=0.05） 
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図-4 振動系の固有振動数における振動低減効果に与える減衰

定数の影響(S1加振, R1受振, Lt=15m, t=1.0m, f=2.4Hz）
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図-5 加振振動数とブロック及び振動系の振動低減効果の関係

(S1加振, R1受振, t=1.0m, h=0.05） 

 

図-6 異なる加振振動数での振動系の振動低減効果の面的分布

(S1加振(左:1.2Hz, 中央:4.8Hz, 右:8.4Hz), Lt=15m, t=1.0m, 
h=0.05） 

× × × 

×：R1地点（受振）：S1地点（加振） ：振動系(Lt=15m)

1.2 Hz 4.8 Hz 8.4 Hz 
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